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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第９期中、第10期中および第９期は中間（当期）純損失を

計上しているため、第11期中は新株予約権、第10期は新株引受権及び新株予約権の残高がありますが、当社株式が非上

場であり、期中平均株価の算出が困難であるため記載しておりません。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成15年 
６月１日 

至 平成15年 
11月30日 

自 平成16年
６月１日 

至 平成16年 
11月30日 

自 平成17年
６月１日 

至 平成17年 
11月30日 

自 平成15年 
６月１日 

至 平成16年 
５月31日 

自 平成16年
６月１日 

至 平成17年 
５月31日 

売上高 （千円） 1,054,154 1,486,144 2,298,987 2,361,330 3,562,989

経常利益又は経常損失
（△） 

（千円） 249 △47,745 103,326 △33,381 86,109

中間（当期）純利益又は中
間（当期）純損失（△） 

（千円） △13,525 △69,396 102,065 △49,699 28,221

持分法を適用した場合の投
資利益 

（千円） ─ ─ ─ ─ ─

資本金 （千円） 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000

発行済株式総数 （株） 27,210 27,210 27,210 27,210 27,210

純資産額 （千円） 616,937 511,323 711,321 580,763 609,028

総資産額 （千円） 1,187,949 1,104,825 1,594,337 1,134,091 1,435,833

１株当たり純資産額 （円） 22,673.19 18,791.76 26,141.91 21,343.76 22,382.54

１株当たり中間（当期）純
利益又は１株当たり中間
（当期）純損失（△） 

（円） △497.08 △2,550.42 3,751.03 △1,826.50 1,037.17

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

（円） ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり中間（年間）配
当額 

（円） ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 （％） 51.9 46.3 44.6 51.2 42.4

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） 9,118 △10,201 △36,246 △125,099 254,290

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） 6,418 △105,530 △7,577 16,105 △130,891

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） 200,000 59,004 △56,996 109,170 80,008

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

（千円） 568,954 296,864 456,180 353,593 557,000

従業員数 
（他、臨時雇用者数） 

（名） 
98 
(4)

118
(5)

104
(6)

117 
(11)

92
(4)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（ ）は、臨時雇用者数の当中間会計期間の平均雇用人員であり、外数であります。 

３ 従業員数が前事業年度末に比べ12名増加しましたのは、主に事業規模の拡大に伴う採用による増加であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

従業員数（名） 
104 
（6） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における当社の属する市場環境につきましては、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨやモバイル通信の定額制などブロー

ドバンド接続によるインターネット利用者の増加に伴い、ＥＣ（電子商取引）市場の拡大やインターネット広告市場の拡

大、企業によるデジタル関連のマーケティング展開への積極投資など様々な面で拡大基調にあります。 

このような状況の中、当社は当中間会計期間において以下の重点施策に取り組みました。 

  

１．新規事業の拡大 

メディア＆ツール事業において、粗利率の高い自社商品で、前期までに立ち上げ済みの新規事業である高付加価値

型メール配信プラットフォーム「Ｍｓｈｉｐ」、及び提携企業４社とのモバイルメディアのサービスを拡大させまし

た。また、引き続き他の大手企業との提携による新規のメディア開発等を推進しております。 

     

２．デジタルマーケティング事業におけるトータル・ソリューション提供力の強化 

当社の最大の強みでありますます重要度・ニーズが増している、ワンストップでのトータルなデジタルマーケティ

ング施策の提供力を更に強化しました。 

  

３．管理部門の強化 

今後の更なる成長のスピード・アップを支えるため、管理部門の拡充・強化を行いました。 

  

この結果、当中間会計期間における業績は、売上高2,298百万円（前年同期比154.6％）、営業利益105百万円（前年同期は

営業損失48百万円）、経常利益103百万円（前年同期は経常損失47百万円）となりました。 

  

当中間会計期間における各事業の業績は以下のとおりです。 

  

＜デジタルマーケティング事業＞ 

顧客企業におけるデジタルを活用したマーケティング展開の重要度がますます高まる中、当社の提供するワンストップ

サービスへのニーズが増加していると考えています。当中間会計期間では、大企業を中心に新規顧客の積極開拓及び既存

顧客の取引深耕を行い、顧客企業数を137社（前年同期132社）、うち売上１千万円超の大口顧客数を28社（前年同期15

社）まで拡大いたしました。 

 この結果、当中間会計期間における売上高は2,003百万円（前年同期比146.6％）となりました。 

  

＜メディア＆ツール事業＞ 

高付加価値型メール配信プラットフォームＭｓｈｉｐのサービスを継続して展開し、住宅業界・金融業界などの顧客企

業に提供をしております。また、モバイルターゲティングメディア・サービスは当中間会計期間末時点で67万人の会員を

獲得いたしました。 

 この結果、当中間会計期間における売上高は295百万円（前年同期比247.2％）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加および長期借入金の返済による支

出などにより、前事業年度末に比べ100百万円減少し、456百万円となりました。 

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は、36百万円（前中間会計期間は10百万円の使用)となりました。

これは主に、税引前中間純利益103百万円、仕入債務の増加112百万円があったものの、売上債権の増加258百万円による

ものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、７百万円（前中間会計期間は105百万円の使用)となりまし

た。 

これは主に、投資有価証券の取得による支出８百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、56百万円（前中間会計期間は59百万円の獲得)となりました。

これは、長期借入金の返済による支出56百万円によるものであります。 

  



２【制作、受注及び販売の状況】 

(1）制作実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額は、製造原価によっております。 

３ 前中間会計期間において記載しておりました「Ｗｅｂインテグレーション事業」は、当中間会計期間より「デジタル

マーケティング事業」と「メディア＆ツール事業」に分けて記載しております。 

  

(2）広告及び商品の仕入実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額は、仕入価額によっております。 

３ 前中間会計期間において記載しておりました「Ｗｅｂインテグレーション事業」は、当中間会計期間より「デジタル

マーケティング事業」と「メディア＆ツール事業」に分けて記載しております。 

  

(3）受注実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額は、販売価格によっております。 

３ 当中間会計期間より上記金額については、「(2) 広告及び商品の仕入実績」に対応するものを含めて記載しておりま

す。なお、前年同期比については、「(2) 広告及び商品の仕入実績」に対応するものを含めた場合の前年同期実績（デ

ジタルマーケティング事業：受注高1,715,322千円、受注残高355,427千円、メディア＆ツール事業：受注高174,666千

円、受注残高52,815千円、合計：受注高1,889,989千円、受注残高408,242千円）との比較を行っております。 

４ 前中間会計期間において記載しておりました「Ｗｅｂインテグレーション事業」は、当中間会計期間より「デジタル

マーケティング事業」と「メディア＆ツール事業」に分けて記載しております。 

  

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

デジタルマーケティング事業 795,733 126.8 

メディア＆ツール事業 218,814 291.1 

合計 1,014,547 144.3 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

デジタルマーケティング事業 867,909 183.1 

メディア＆ツール事業 9 ─ 

合計 867,918 183.1 

区分 
受注高 受注残高 

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円） 前年同期比（％）

デジタルマーケティング事業 2,129,810 124.1 299,032 84.1 

メディア＆ツール事業 290,371 166.2 30,878 58.4 

合計 2,420,181 128.0 329,910 80.8 



(4）販売実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前中間会計期間において記載しておりました「Ｗｅｂインテグレーション事業」は、当中間会計期間より「デジタル

マーケティング事業」と「メディア＆ツール事業」に分けて記載しております。 

３ 前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

  

３【対処すべき課題】 

   当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

デジタルマーケティング事業 2,003,645 146.6 

メディア＆ツール事業 295,342 247.2 

合計 2,298,987 154.6 

相手先 

前中間会計期間
（自 平成16年６月１日 
  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
  至 平成17年11月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

SBIイコール・クレジット株式会社 13,328 0.8 358,808 15.6 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 100,000 

計 100,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年２月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 27,210 27,210 非上場 ─ 

計 27,210 27,210 ─ ─ 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

  

第７回定時株主総会決議日（平成14年８月27日）

  
中間会計期間末現在
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数 1,183個 1,183個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,183株 1,183株 

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年９月１日～
平成21年９月１日 

同左 

新株予約権の権利行使により発行する株式
の発行価格及び資本組入額 

発行価格   25,000円
資本組入額  12,500円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利者は、当社株式が日本証
券業協会の開設する市場もしく
は日本国内の証券取引所に上場
された後６ヶ月経過した場合に
限り、新株予約権を行使するこ
とができる。 
(2）新株予約権行使時の前年度末
の当社の営業利益が150百万円
以上であることを要する。 
(3）新株予約権の割当てを受けた
者が死亡した場合は、相続人が
その権利を行使することができ
る。 
(4）次の各号に該当する場合、新
株予約権は喪失し、権利行使は
できないものとする。 
① 新株予約権の割当てを受け
た者が、当社の取締役、監査
役もしくは従業員、関連会社
の取締役もしくは従業員、ま
たは当社が業務を委託してい
る会計士もしくはコンサルタ
ントのいずれでもなくなった
場合。ただし、取締役会が認
めた場合はこの限りでない。 
② 新株予約権の割当てを受け
た者が、禁固刑以上の刑に処
せられた場合。 
③ 新株予約権の割当てを受け
た者が、新株予約権の第三者
に対する質入れその他の処分
をした場合。 
④ その他の条件については、
株主総会および取締役会決議
に基づき、当社と新株予約権
の割当てを受けた者との間で
締結する新株予約権付与契約
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、
取締役会の承認を要するものとす
る。 

同左 



  

第９回定時株主総会決議日（平成16年８月26日）

  
中間会計期間末現在
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数 718個 718個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 718株 718株 

新株予約権の行使時の払込金額 45,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年９月１日～
平成26年７月31日 

同左 

新株予約権の権利行使により発行する株式
の発行価格及び資本組入額 

発行価格   45,000円
資本組入額  22,500円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利者は、当社株式が日本証
券業協会の開設する市場もしく
は日本国内の証券取引所に上場
された後６ヶ月経過した場合に
限り、新株予約権を行使するこ
とができる。 
(2）新株予約権行使時の前年度末
の当社の営業利益が150百万円
以上であることを要する。 
(3）新株予約権の割当てを受けた
者が死亡した場合は、相続人が
その権利を行使することができ
る。 
(4）次の各号に該当する場合、新
株予約権は喪失し、権利行使は
できないものとする。 
① 新株予約権の割当てを受け
た者が、当社の取締役、監査
役もしくは従業員、関連会社
の取締役もしくは従業員、ま
たは当社が業務を委託してい
る会計士もしくはコンサルタ
ントのいずれでもなくなった
場合。ただし、取締役会が認
めた場合はこの限りでない。 
② 新株予約権の割当てを受け
た者が、禁固刑以上の刑に処
せられた場合。 
③ 新株予約権の割当てを受け
た者が、新株予約権の第三者
に対する質入れその他の処分
をした場合。 
④ その他の条件については、
株主総会および取締役会決議
に基づき、当社と新株予約権
の割当てを受けた者との間で
締結する新株予約権付与契約
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、
取締役会の承認を要するものとす
る。 

同左 



  

第10回定時株主総会決議日（平成17年８月26日）

  
中間会計期間末現在
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数 528個 528個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 528株 528株 

新株予約権の行使時の払込金額 50,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月１日～
平成27年７月31日 

同左 

新株予約権の権利行使により発行する株式
の発行価格及び資本組入額 

発行価格   50,000円
資本組入額  25,000円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）権利者は、当社株式が日本証
券業協会の開設する市場もしく
は日本国内の証券取引所に上場
された後６ヶ月経過した場合に
限り、新株予約権を行使するこ
とができる。 
(2）新株予約権行使時の前年度末
の当社の営業利益が150百万円
以上であることを要する。 
(3）新株予約権の割当てを受けた
者が死亡した場合は、相続人が
その権利を行使することができ
る。 
(4）次の各号に該当する場合、新
株予約権は喪失し、権利行使は
できないものとする。 
① 新株予約権の割当てを受け
た者が、当社の取締役、監査
役もしくは従業員、関連会社
の取締役もしくは従業員、ま
たは当社が業務を委託してい
る会計士もしくはコンサルタ
ントのいずれでもなくなった
場合。ただし、取締役会が認
めた場合はこの限りでない。 
② 新株予約権の割当てを受け
た者が、禁固刑以上の刑に処
せられた場合。 
③ 新株予約権の割当てを受け
た者が、新株予約権の第三者
に対する質入れその他の処分
をした場合。 
④ その他の条件については、
株主総会および取締役会決議
に基づき、当社と新株予約権
の割当てを受けた者との間で
締結する新株予約権付与契約
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、
取締役会の承認を要するものとす
る。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

 （注）１ アント・ブリッジ１号投資事業有限責任組合（無限責任組合員：日興アントファクトリー株式会社）は、アクセンチュ

アテクノロジーベンチャーズエスピーアールエルより4,380株を譲受け、平成17年７月28日付けで主要株主となりまし

た。なお、当該譲渡により、アクセンチュアテクノロジーベンチャーズエスピーアールエルは主要株主ではなくなって

おります。 

２ ㈱リクルートは、アント・ブリッジ１号投資事業有限責任組合（無限責任組合員：日興アントファクトリー株式会社）

より3,537株を譲受け、平成17年11月28日付けで主要株主となりました。なお、当該譲渡により、アント・ブリッジ１号

投資事業有限責任組合（無限責任組合員：日興アントファクトリー株式会社）は主要株主ではなくなっております。ま

た、アント・ブリッジ２号投資事業有限責任組合（無限責任組合員：日興アントファクトリー株式会社）は、日興アン

トファクトリー株式会社より1,600株を譲受けております。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年６月1日～ 
平成17年11月30日 

－ 27,210 － 500,000 － 130,463

    平成17年11月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

剣持 忠 東京都杉並区松ノ木２－９－３ 8,900 32.7 

㈱リクルート 東京都中央区銀座８－４－17 3,537 16.1 

㈱電通ドットコム 東京都中央区築地１－９－５ 1,905 7.0 

㈲光パワー 東京都豊島区南池袋２－29－16 1,700 6.2 

アント・ブリッジ２号投資事
業有限責任組合 
（無限責任組合員：日興アン
トファクトリー株式会社） 

東京都千代田区丸の内１－２－１ 1,600 5.9 

㈱光通信 東京都豊島区南池袋２－29－16 1,020 3.7 

ＮＶＣＣ１号投資事業組合 東京都港区赤坂７－１－16 830 3.1 

メンバーズ従業員持株会 東京都港区虎ノ門１－２－８ 787 2.9 

鈴木 雅喜 東京都調布市緑ケ丘２－17－１ 580 2.1 

小峰 正仁 神奈川県三浦郡葉山町堀内372－１ 561 2.1 

計 ― 21,420 78.7 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

 当社株式は非上場であるため、該当ありません。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 新任役員 

（注）尾﨑一法氏は商法第188条第2項第7号ノ2に定める社外取締役であります。 

  

(2） 退任役員 

該当ありません。 

  

(3） 役職の異動 

該当ありません。 

  平成17年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  27,210 27,210 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 27,210 ― ― 

総株主の議決権 ― 27,210 ― 

    平成17年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株

式数 
就任年月日 

取締役 ― 尾﨑 一法 昭和24年8月2日生 

昭和47年4月 石川島播磨重工業株式会社入社 

昭和59年2月 日本合同ファイナンス株式会社

(現：株式会社ジャフコ）入社 

平成11年7月 ＧＥキャピタル上級副社長就任 

平成13年4月 日興アントファクトリー株式会社 

代表取締役就任（現任） 

平成16年7月 日本ベンチャーキャピタル協会

(JVCA)理事就任(現任) 

平成17年10月 当社取締役就任（現任） 

― 平成17年10月11日



第５【経理の状況】 

  

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年６月１日から平成16年11月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財

務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年６月１日から平成16年11月30日まで）及び当中間

会計期間（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年11月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年11月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   296,864  456,180 557,000  

２ 受取手形   ─  23,858 2,243  

３ 売掛金   470,561  778,779 545,867  

４ 信託売掛債権   21,055  ― ―  

５ たな卸資産   74,270  112,890 84,779  

６ その他   37,465  27,796 42,504  

７ 貸倒引当金   △15,071  △18,527 △12,590  

流動資産合計    885,146 80.1 1,380,978 86.6  1,219,804 85.0

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１ 26,955  69,975 78,184  

２ 無形固定資産   12,876  5,818 6,994  

３ 投資その他の資産       

(1）敷金保証金   145,966  102,384 102,374  

(2）その他   33,880  35,179 28,475  

投資その他の資産
合計 

  179,846  137,564 130,850  

固定資産合計    219,678 19.9 213,358 13.4  216,029 15.0

資産合計    1,104,825 100.0 1,594,337 100.0  1,435,833 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年11月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年11月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   252,880  576,992 464,814  

２ 短期借入金   30,000  ― ―  

３ １年以内返済予定
長期借入金 

  81,992  68,182 93,178  

４ 未払金   128,023  110,569 101,811  

５ 賞与引当金   27,794  36,944 41,545  

６ その他 ※２ 16,628  26,141 29,425  

流動負債合計    537,319 48.6 818,830 51.4  730,775 50.9

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金   56,182  64,000 96,000  

２ その他   ―  185 29  

固定負債合計    56,182 5.1 64,185 4.0  96,029 6.7

負債合計    593,501 53.7 883,015 55.4  826,804 57.6

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    500,000 45.3 500,000 31.4  500,000 34.8

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   130,463  130,463 130,463  

資本剰余金合計    130,463 11.8 130,463 8.2  130,463 9.1

Ⅲ 利益剰余金       

１ 中間未処分利益 
  又は中間（当期）
未処理損失（△） 

  △119,096  80,588 △21,477  

利益剰余金合計    △119,096 △10.8 80,588 5.0  △21,477 △1.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   △43 △0.0 270 0.0  43 0.0

資本合計    511,323 46.3 711,321 44.6  609,028 42.4

負債資本合計    1,104,825 100.0 1,594,337 100.0  1,435,833 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    1,486,144 100.0 2,298,987 100.0  3,562,989 100.0

Ⅱ 売上原価    1,137,864 76.6 1,850,312 80.5  2,767,627 77.7

売上総利益    348,279 23.4 448,675 19.5  795,361 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   397,266 26.7 342,987 14.9  706,033 19.8

営業利益又は営業
損失（△） 

   △48,986 △3.3 105,687 4.6  89,328 2.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  5,038 0.3 3,689 0.2  10,045 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  3,797 0.2 6,050 0.3  13,264 0.4

経常利益又は経常
損失（△） 

   △47,745 △3.2 103,326 4.5  86,109 2.4

Ⅵ 特別利益 ※３  ─ ─ 3 0.0  430 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  20,506 1.4 119 0.0  56,028 1.5

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

   △68,251 △4.6 103,210 4.5  30,511 0.9

法人税、住民税及
び事業税 

   1,145 0.1 1,145 0.0  2,290 0.1

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

   △69,396 △4.7 102,065 4.5  28,221 0.8

前期繰越損失    49,699 21,477  49,699 

中間未処分利益又
は中間（当期）未
処理損失（△） 

   △119,096 80,588  △21,477 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日）

前事業年度要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）
純利益又は税引前中
間純損失（△） 

  △68,251 103,210 30,511 

２ 減価償却費   9,571 9,283 23,519 

３ 貸倒引当金の増減額   △1,551 5,937 3,091 

４ 賞与引当金の増減額   △3,038 △4,600 10,712 

５ 受取利息及び受取配
当金 

  △788 △672 △1,508 

６ 支払利息   2,440 2,400 5,850 

７ 投資有価証券売却益   ─ △3 △430 

８ 固定資産売却損   ─ ― 17 

９ 固定資産除却損   817 100 4,304 

10 本社移転費用   12,658 ― 19,960 

11 売上債権の増減額   102,303 △258,114 37,225 

12 たな卸資産の増加額   △34,485 △28,110 △48,493 

13 その他の流動資産の
増減額 

  △14,899 14,802 △16,738 

14 仕入債務の増加額   141 112,026 212,075 

15 その他の流動負債の
増減額 

  △12,386 12,691 △31,853 

16 その他   1,744 △1,350 13,191 

小計   △5,724 △32,399 261,436 

17 利息及び配当金の受
取額 

  761 672 1,508 

18 利息の支払額   △2,949 △2,229 △6,363 

19 法人税等の支払額   △2,290 △2,290 △2,290 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △10,201 △36,246 254,290 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日）

前事業年度要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得
による支出 

  △6,879 △1,135 △78,688 

２ 有形固定資産の売却
による収入 

  ─ ― 158 

３ 投資有価証券の取得
による支出 

  △391 △8,160 △994 

４ 投資有価証券の売却
による収入 

  ─ 14 1,058 

５ 貸付金の回収による
収入 

  2,030 2,212 4,273 

６ その他の投資による
支出 

  △100,290 △510 △101,874 

７ その他の投資による
収入 

  ― ― 45,175 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △105,530 △7,577 △130,891 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 短期借入金の減少額   ─ ― △30,000 

２ 長期借入れによる収
入 

  100,000 ― 200,000 

３ 長期借入金の返済に
よる支出 

  △40,996 △56,996 △89,992 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  59,004 △56,996 80,008 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  ─ ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △56,728 △100,820 203,406 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  353,593 557,000 353,593 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  296,864 456,180 557,000 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法 

 （評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により

算定） 

同左  決算日の市場価格等に基

づく時価法 

 （評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  商品 商品 商品 

   総平均法による原価法 同左 同左 

  仕掛品 仕掛品 仕掛品 

   個別法による原価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法 同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

同左 同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しております。 

同左  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

同左 同左 



  

会計方針の変更 

  

表示方法の変更 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

─――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

─――――― 

前中間会計期間
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

（中間貸借対照表） 

 敷金保証金は前中間会計期間末までは投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間末において資産の総額の100分の５を超えたた

め区分掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末の投資その他の資産の「その

他」に含まれている敷金保証金は、45,175千円でありま

す。 

─────―――― 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

─――――― ─―――――  「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が4,410

千円増加し、営業利益、経常利益、税引前当

期純利益が4,410千円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年11月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年11月30日） 

前事業年度末 
（平成17年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

72,581千円 47,121千円 39,721千円 

※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い ※２     ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

同左   

３ 当社は、運用資金の効率的な調整を行

うため取引銀行２行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。 

 当中間会計期間末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る借入金

未実行残高等は、次のとおりでありま

す。 

３ 当社は、運用資金の効率的な調整を行

うため取引銀行２行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。 

 当中間会計期間末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る借入金

未実行残高等は、次のとおりでありま

す。 

３ 当社は、運用資金の効率的な調整を行

うため取引銀行２行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。 

 当事業年度末における当座貸越契約及

び貸出コミットメントに係る借入金未実

行残高等は、次のとおりであります。 

  
当座貸越極度額及び貸出コミットメン
トの総額 

  400,000千円

借入実行残高 30,000 

差引額 370,000 

  
当座貸越極度額及び貸出コミットメン
トの総額 

  300,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 300,000 

当座貸越極度額及び貸出コミットメン
トの総額 

  300,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 300,000 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 
  

受取利息 788千円

受取助成金 3,973千円

  
受取利息 672千円

受取手数料 2,500千円

受取利息配当金 1,508千円

受取助成金 8,152千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 
  

  
支払利息 2,440千円

  

  

支払利息 2,348千円

公開準備費用 3,625千円

支払利息 5,850千円

商品評価損 3,500千円

支払手数料 3,288千円

※３     ───── ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

  
  

投資有価証券売却益 3千円 投資有価証券売却益 430千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 
  

  
本社移転費用 19,658千円

  

  
固定資産除却損 119千円 本社移転費用 51,609千円

固定資産除却損 4,401千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 18,528千円

無形固定資産 3,702千円

  
有形固定資産 8,107千円

無形固定資産 1,175千円

有形固定資産 31,068千円

無形固定資産 7,404千円

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

  
現金及び預金中間期末残高 296,864千円

現金及び現金同等物中間期末
残高 

296,864千円

  
現金及び預金中間期末残高 456,180千円

現金及び現金同等物中間期末
残高 

456,180千円
  

現金及び預金期末残高 557,000千円

現金及び現金同等物期末残高 557,000千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資産 
（器具及び備
品） 

45,001 9,049 35,952

無形固定資産 
（ソフトウェ
ア） 

45,900 9,910 35,989

合計 90,901 18,960 71,941

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資産 
（器具及び備
品） 

64,705 20,758 43,946

無形固定資産 
（ソフトウェ
ア） 

60,130 16,676 43,453

合計 124,835 37,435 87,400

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資産
（器具及び備
品） 

56,835 13,944 42,891

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

45,900 10,030 35,869

合計 102,735 23,975 78,760

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 21,951千円

１年超 51,003千円

合計 72,954千円

  
１年内 30,235千円

１年超 59,454千円

合計 89,689千円

１年内 24,865千円

１年超 55,505千円

合計 80,370千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
  

支払リース料 11,025千円

減価償却費相当額 10,156千円

支払利息相当額 1,264千円

  
支払リース料 15,509千円

減価償却費相当額 14,366千円

支払利息相当額 1,869千円

支払リース料 24,005千円

減価償却費相当額 22,347千円

支払利息相当額 3,781千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年11月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間会計期間末（平成17年11月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

① 株式 391 347 △43 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 391 347 △43 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 8,352 

計 8,352 

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

① 株式 1,594 2,050 455 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 1,594 2,050 455 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 12,055 

計 12,055 



前事業年度末（平成17年５月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年11月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成17年11月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

前事業年度末（平成17年５月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

区分 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

① 株式 1,006 1,079 73 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 1,006 1,079 73 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 4,495 

計 4,495 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年11月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

１株当たり純資産額 18,791円76銭 26,141円91銭 22,382円54銭 

１株当たり中間（当期）純利益

又は１株当たり中間純損失(△) 
△2,550円42銭 3,751円03銭 1,037円17銭 

  潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、中間純損失

を計上しているため記載してお

りません。 

潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、新株予約権

の残高がありますが、当社株式

が非上場・非登録であり、期中

平均株価の算出が困難であるた

め記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、新株引受権

及び新株予約権の残高がありま

すが、当社株式が非上場・非登

録であり、期中平均株価の算出

が困難であるため記載しており

ません。 

項目 
前中間会計期間

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

中間（当期）純利益又は中間純損失

(△) 
（千円） △69,396 102,065 28,221 

普通株主に帰属しない金額 （千円） ─ ─ ─ 

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間純損失(△) 
（千円） △69,396 102,065 28,221 

期中平均株式数 （株） 27,210 27,210 27,210 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

───── 

  

  

  

  

新株予約権 

 株主総会の特別決議日 

 平成14年８月27日 

         1,183個 

 平成16年８月26日 718個 

 平成17年８月26日 528個 

これらの詳細は、「第４ 

提出会社の状況、１ 株式

等の状況、(2)新株予約権

等の状況」に記載のとおり

であります。 

新株引受権     10株 

新株予約権 

 株主総会の特別決議日 

 平成14年８月27日 

         1,184個 

 平成16年８月26日 738個 

これらの詳細は、「第４ 

提出会社の状況、１ 株式

等の状況、(2)新株予約権

等の状況」に記載のとおり

であります。 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

────── ────── ストックオプションについて 

     平成17年８月26日開催の定時株主

総会において、当社の取締役及び従

業員に対し、次のとおり商法第280

条ノ20及び同第280条ノ21の規定に

よる新株予約権（ストックオプショ

ン）を発行する決議を行っておりま

す。 

 なお、詳細については、「第４ 

提出会社の状況 1 株式等の状況 

(7)ストックオプション制度の内

容」に記載しております。 

    (1) 付与対象者の区分及び人数 

        当社取締役及び従業員(注) 

    (2) 新株予約権の目的となる株式

の種類      普通株式 

    (3) 新株予約権の目的となる株式

の数         528株 

    (4) 新株予約権の行使時の払込金

額        50,000円 

    (5) 新株予約権の行使期間 

       平成19年９月１日 

～平成27年７月31日 

      

    （注）付与対象者の人数について

は、以後に開催される取締役会にお

いて決議される予定です。 



(2）【その他】 

     該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度
（第10期） 

自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日 

平成17年８月26日
関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
に基づくもの 

平成17年８月12日
関東財務局長に提出 

   
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
に基づくもの 

平成17年12月２日
関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年２月２１日

株 式 会 社 メ ン バ ー ズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社メンバーズ

の平成１６年６月１日から平成１７年５月３１日までの第１０期事業年度の中間会計期間（平成１６年６月１日から平成１６年１１

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社メンバーズの平成１６年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年６月１日から平成１

６年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 保 光 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 井 義 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 中   徹 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年２月１７日

株 式 会 社  メ ン バ ー ズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社メンバーズ

の平成１７年６月１日から平成１８年５月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成１７年６月１日から平成１７年１１

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社メンバーズの平成１７年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年６月１日から平成１

７年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 井 義 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 中   徹 
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